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更されるのが一般的である。Letter of Intent とともに、IMF 職員が作成した文書を合わせ



































































































 クォータにもとづく財源が尐なくなったときには、IMFは、GAB（General Arrangements 








































































































                                                   











































 最近導入された新たな融資制度として、「短期流動性融資制度（Short-Term Liquidity 
Facility）」がある。２００８年１０月に創設され、新興市場国でこれまで健全な経済政策




























EFF や PRGF の融資制度のもとで IMF 支援プログラムが実行されることが期待されてい
る。最近では２００８年にハリケーン被害をうけたドミニカ共和国が３３０万ドル（クォ




















 低所得国向け融資は低金利で実施され、「PRGF（Poverty Reduction Growth Facility）」







































裁との連名）から IMF 専務理事に宛てた Letter of Intent と呼ばれる文書に記載され、当
該国政府が IMF に金融支援を要請する形式をとる。Letter of Intent では、プログラム期間
中に実践する予定の財政政策・金融政策・為替政策・金融セクター改革・そのほか（たと
えば民間債務リスケ・賃金抑制などの所得政策・そのほかの構造改革）が具体的に説明さ
れている。この文書には「Technical Memorandum of Understanding」と呼ばれる文書が
添付されており、ここではプログラムのモニター時期（スタンドバイであれば四半期）ご
との達成時期とともに詳細な数値目標や政策目標が明記されている。これらの文書ととも































































































   

















































































































































































し続けている。IMF が 2000 年に発表した文書“Recovery from the Asian Crisis and the 
















































from the Asian Crisis and the Role of the IMF”、2000）。実際に、２００８年にはいずれ
の国でも財政政策は大幅に緩和されている（Appendix II を参照）。また、ラトビアの２０


































































いる。こうした調査結果に呼応し、IMF 理事会は IMF 職員に対し、コンディショナリティ
の選定において重要性に焦点を当て、十分に正当化できる根拠があるかどうかという点に
これまで以上に注意を払うようにと呼び掛けた。 















































































































金融セクターのさまざまな基準や規範に関する評価を含む「ROSC（Reports on Observance 














































 第四に、前述しているように、資本収支危機のような例外な状況にある国が IMF に融資
を申請してから IMF 理事会による承認がなされるまでのプロセスを簡素化し、時間を短縮















IMF の分類によると、為替制度は（１）ドル化または通貨同盟（Exchange Arrangements 
with No Separate Legal Tender）、（２）カレンシー・ボード (Currency Boards 
Arrangements)、（３）通常の固定相場制（Conventional Fixed Peg Arrangements、上下
1％の変動幅の設定や ERM II など）、（４）水平的バンド内での固定相場制（Pegged 
Exchange Rates within Horizontal Bands、中央値から上下１％以上の変動幅の設定、為
替レートの上限と下限が２％を超えるマージンの設定）、（５）クローリング・ペッグ
（Crawling Pegs）、（６）クローリング・バンド内での為替レート（Exchange Rates within 
Crawling Bands）、（７）管理フロート制（Managed Floating with no Predetermined Path 
for the Exchange Rate）、（８）独立フロート制（Independently Floating）に分けられて





















































































































































































































































































































（いずれも 1998 年に大幅に目標は緩和されている、Appendix II を参照）。 






































































































































































































 上記の項目に、そのほかの資産（建物や売掛金など）を加えた IMF の資源の総額は、２
００８年１０月現在、２２４２億 SDR（３３３６億ドル）に達している。ここから、「IMF
による金融支援の財源として使えない資源（Non-Usable Resources）」を差し引いた金額が、
「利用可能な資源（Usable Resources）」となる。Non-Usable Resources は、加盟国によ
る IMF からの借入れ残高、保有する金、加盟国で国際収支状態がぜい弱な状態にある国の
通貨、前述したそのほかの資産から構成されている。Usable Resources は１６３６億
SDR(２４３４億ドル)である。Usable Resources から、「IMF がすでに支援を約束している
がまだ実際の支払をしていない金額（Undrawn Balances Under GRA Arrangements）」の
１１億 SDR（１６億ドル）を差し引くと、「IMF がコミットしていない利用可能な資源
（Uncommitted Usable Resources）」が得られる（表を参照）。GRA（General Resources 
Account）のもとでの融資制度は、低所得国向けに実施する譲許的融資制度である PRGF
を除く融資制度で、スタンドバイ、EFF、SRF などが含まれる。PRGF は PRGF トラスト
を通じて財源を調達しているため、GRA のもとでの融資制度とは区別されているのでここ
には含まれない。 
 Uncommitted Usable Resources に、「加盟国が今後一年間に IMF に返済する金額
（Repurchase One-Year Forward）」の２億 SDR（２億ドル）を加え、さらに「プルーデ
ンシャル・バランス」として設定する３４９億 SDR（５１９億ドル）を加えたものが、
「One-Year Forward Commitment Capacity」となる。プルーデンシャル・バランスは、
IMF による金融支援に使われる通貨を発行する加盟国のクォータと IMF が借入れ協定



















インドの通貨も含まれている。IMF が保有するこれらの国の通貨と SDR 保有が、IMF の
Usable Resources となる。 
 さらに、One-Year Forward Commitment Capacity が不足する場合、IMF は GAB と








 ２００８年１０月現在の IMF の貸出余力は、表の One-Year Forward Commitment 










One-Year Forward Commitment Capacity は、９７６億 SDR へと急速に低下している。
さらに、IMF は、２００９年１月にはセルビアに３．５億 SDR（クォータの７５％）、ベ
ラルーシに１６．２億 SDR（クォータの４１８．８％）、エルサルバドルに５．１億 SDR
（クォータの３００％）の金融支援を決定している。これらの総額を One-Year Forward 









 このような状態に陥った場合、まず GAB と NAB の発動が想定される。３４０億 SDR
を確保することが可能ではある。ただし、GAB や NAB に名を連ねるいくつかの国では、
現在、国内で金融危機を経験している国が尐なくないため、発動して十分な金額が確保で
きるかという点については懸念がやや残る。 
















７月にロシアに対する EFF 融資制度のもとでの支援を行う際に発動されており、IMF は６
  
45 
３億 SDR を要請し、うち１４億 SDR が活用されている。NAB については、これまでで一
回のみ発動されている。１９９８年１２月にブラジルに対してスタンドバイ融資制度のも
とで支援を実施する際に、IMF が９１億 SDR の借入れを要請し、うち２９億 SDR が使わ
れた。１９９８年に発動した GAB と NAB は、１９９９年 3 月には終了されている。これ





２年にかけて IMF のこれまでで最高レベルの６００億 SDR を超えていた。そこで、GAB
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Appendix III. 東アジア危機と最近の危機の類似点と相違点 
 
